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関西電力株式会社 

 
中期計画の試行[1]「活動と組織の網羅的な抽出」について（改訂版） 

 
 
１．はじめに 

中期計画 試行[1]「活動と組織の網羅的な抽出」については、事業者防災業務計画（以下、

「防災業務計画」という。）を元に中期計画に示すべき活動項目と組織を抽出し、その抽出

結果が網羅的であることを規制庁殿に説明できるかを検証するとともに、必要な事項につ

いて中期計画作成・運用要領に反映するものである。 
今回、試行[1]における抽出作業について、試行担当社である関西電力にて実施したこと

から、その抽出作業のプロセスおよび結果についてご報告する。 
 
試行[1]：活動と組織の網羅的な抽出【担当電力：関西】 

  防災業務計画を元に、網羅的に活動項目と組織を抽出し、中期計画の範囲を設定す

るステップを試行にて実施し、緊急時対応に係る全ての活動項目および組織を網

羅的に抽出できることを検証する。また、活動・組織の抽出結果を規制庁に説明し

理解いただけることを確認する。 
  活動・組織の網羅的な抽出方法について、中期計画作成・運用要領に反映する。 

 
２．抽出方法 

緊急時対応に係る活動項目および組織の抽出として、防災業務計画および防災基本計画

を元に抽出を行う。なお今回作業においては関西電力 美浜発電所事業者防災業務計画を

用い、以下の作業により抽出を行った。 
 
（１）「活動項目」の抽出  

＜STEP1＞ 
緊急時対応に係る活動が規定されている活動を、防災業務計画の「第 3 章 緊急事態

応急対策の実施等」から項単位（章、節、項の構成）で抽出1し、抽出した項単位の活

動項目（以下、「活動小項目」という）を「活動項目抽出における整理表（以下、「整理

表」という）」に記入する。【添付１－１】 
 
＜STEP2＞ 

抽出した活動小項目について、活動主体となる組織による識別を行う。具体的には、

本店対策本部が実施する活動か、発電所対策本部が実施する活動かを識別して、「整理

表」に記入する。 
一つの活動小項目の中に、本店対策本部の活動および発電所対策本部の活動が混在

している場合は、STEP1 で記入した活動小項目を、活動主体となる組織の単位で分割

する。【添付１－２】 
 
 

                                                   
1 原子力規制庁管轄外である運搬（事業所外運搬）に係る活動については、抽出の対象外

とする。 

【通し頁　1　】

資料１



 
 

＜STEP3＞ 
取組事項・達成水準が設定しやすいよう活動小項目をグループ化し、「活動項目」と

して設定し、「整理表」に記入する。【添付１－３】 
「整理表」で設定した「活動項目」を「緊急時対応組織に係る訓練等の中期計画の範

囲設定シート（以下、「範囲設定シート」という）」に記入し、各活動項目の「活動内容」

には、整理した防災業務計画の章、節、項を記入する。【添付１－４】 
 
（補足） 
・グループ化に際しては、各活動が担っている機能、活動場所等を考慮したうえで、

取り組み事項・達成水準が設定しやすいようグループ化を行う。 
・本店対策本部および発電所対策本部の活動のうち「核物質防護事案を起因とした

警戒事象等への対応（核物質防護組織との連携活動）」に関しては、個別に活動項

目を設定し、「整理表」に記入する。防災業務計画からは活動項目を読み取ること

はできないため、「〇」は記入しない。 
 

（２）「組織」の抽出 
＜STEP4＞ 

STEP3 にて設定された活動項目に対し、防災業務計画または防災基本計画を参照し

活動主体となる組織以外の組織を網羅的に抽出・整理を行い、「範囲設定シート」の「活

動遂行のために協力・連携する組織」および「活動の提供先」に記入する。【添付２】 
（補足） 
・「活動遂行のために協力・連携する組織」の抽出に際しては、防災業務計画の各活

動の記載の中から、当該活動における目的達成のために連携して活動を行う組織

について抽出を行い、「範囲設定シート」の「活動遂行のために協力・連携する組

織」欄に記入する。 
・活動における目的達成のために連携する組織ではなく、活動の提供先となる組織

については、「活動遂行のために協力・連携する組織」とは区別し、「範囲設定シー

ト」の「活動の提供先」欄に記入する。 
・「原子力防災センター」や「原子力事業所災害対策支援拠点」のように、複数組織

が互いに連携する場については防災業務計画にて抽出するが、それらの場におけ

る活動組織の中から「連携する組織」を抽出するために、防災基本計画を参照し抽

出する。 
・社内他部門（例：送配電部門）のように、社内組織について防災業務計画「第 3 章 
緊急事態応急対策の実施等」で抽出ができない場合は、他章（例：体制表）等を参

照し、社内他部門との連携箇所について個別に抽出する。 
・本店・発電所の活動のうち、核物質防護事案を起因とした警戒事象等への対応の際

に連携が想定されるが、防災業務計画等から抽出できない組織に関しては、個別に

抽出する。 
 

３．抽出結果 
添付２に示す通り、「２．抽出方法」の作業により抽出した活動項目および組織を「範

囲設定シート」に整理した。 
その結果、中期計画の目的に照らして、活動項目と組織が十分網羅的に「範囲設定シー

ト」に整理する出来ることを確認した。 
  

【通し頁　2　】



 
 

４．検証結果 
（１）抽出方法の妥当性について 

今回抽出した結果、中期計画の目的に照らして活動項目と組織が十分に抽出できた。

また、抽出の作業過程で作成する「整理表」および「範囲設定シート」により、第三者

からも中期計画に必要な活動項目と組織が含まれていることが理解できることが確認

できた。 
 
（２）中期計画作成・運用要領の有用性について 

今回実施した抽出方法を、今後各社に展開した場合においても同様の品質で実施で

きるよう、以下の点について、中期計画作成・運用要領に反映する。 
 
・ 活動項目の抽出・整理における細かな STEP の反映 
・ 活動項目の整理結果を「整理表」にまとめること（説明性の向上） 
・ 「連携する組織」と「活動の提供先」の区別の考え方 
・ 防災基本計画の参照の仕方                 等 

 
５．まとめ 
  防災業務計画および防災基本計画を元に中期計画にて含まれるべき活動項目および

連携する組織を抽出する方法を検討した。その結果、この抽出方法を用いることで中

期計画の目的に照らして十分な抽出が可能であることが確認された。 
 

  「範囲設定シート」の記載内容を、抽出過程で作成した「整理表」を用いて確認する

ことで、第三者でも中期計画に含まれるべき活動項目と連携する組織が抽出できて

いることが理解できることが確認された。 
 

  今回の抽出作業の中で得られた気づきを中期計画作成・運用要領に反映をしていく。 
 

以上 
 
添付資料 
１－１．活動項目抽出における整理表（STEP1 段階）R1 
１－２．活動項目抽出における整理表（STEP2 段階）R1 
１－３．活動項目抽出における整理表（STEP3 段階）R1 
１－４．緊急時対応組織に係る訓練等の中期計画の範囲設定シート（活動項目記入段

階）R1 
２．  緊急時対応組織に係る訓練等の中期計画の範囲設定シート（連携する組織記入

段階）R1 
 
別添資料（作業過程イメージ） 
１．防災業務計画における作業過程イメージ R1 
２．防災基本計画における作業過程イメージ R1 

【通し頁　3　】



【通し頁　4　】



中期計画 活動項目抽出における整理表

第1節 通報、報告等の実施
１
２
３
４
５
６
７
第2節 応急措置の実施
１
２
３
４
５
６
７
８
９
１０
１１
１２
１３
１４
１５
第3節 緊急事態応急対策
１
２
３

応急復旧
広報活動
美浜地域の緊急時対応
要員の派遣、資機材の貸与

応急措置の継続実施
原子力緊急事態の通報

被災者相談窓口の設置
原子力災害の拡大防止を図るための措置

運搬に係る応急措置

他の原子力事業者等への支援の要請

退避誘導および発電所内入域制限
応急措置の実施および概要の報告

施設等の立ち上げ

原子力事業所災害対策支援拠点の活動
通話制限
情報の収集と報告
通報の実施

要員の派遣、資機材の貸与

警戒体制および原子力防災体制の発令等

活動小項目

活動主体箇所
活動項目

本店（H） 発電所（P）

本店 発電所

線量評価
汚染拡大の防止および防護措置
二次災害防止に関する措置
原子力災害医療
消火活動
放出放射能量の推定

STEP1：緊急時対応に係る活動が規定されている活動を、防災業務計画の「第3章緊急事態応急対策の実施等」から抽出。（ここで抽出した活動は、以降「活動小項目」とする）

【通し頁　5　】

添付１－１Ｒ１



中期計画 活動項目抽出における整理表

第1節 通報、報告等の実施
１ 〇

○ ○
(1) ○
(2) ○
(3) ○
(4) ○

３ 〇
４ 〇
５ 〇
６ 〇
７ 〇
第2節 応急措置の実施
１ 〇
２ 〇
３ 〇
４ 〇

○ ○
(1) ○
(2) ○
(3) ○
(4) ○
(5) ○

６ 〇
７ 〇
８ 〇

〇 〇
○

○
１０ 〇

〇 〇
(1) ○
(2) ○
(3) ○
(4) ○

○ ○
(1) ○
(2) ○
(3) ○

１３ 〇
１４ 〇

〇 〇
〇

〇
第3節 緊急事態応急対策
１ 〇
２ 〇

〇 ○
〇

〇
３

要員の派遣、資機材の貸与
別表3-2-29 派遣元組織が本店の箇所

警戒体制および原子力防災体制の発令等

活動小項目

２

５

線量評価
汚染拡大の防止および防護措置
二次災害防止に関する措置

原子力災害医療
消火活動
放出放射能量の推定

他の原子力事業者等への支援の要請

退避誘導および発電所内入域制限
応急措置の実施および概要の報告

活動主体箇所
活動項目

本店（H） 発電所（P）

本店 発電所

施設等の立ち上げ

原子力事業所災害対策支援拠点の活動
通話制限
情報の収集と報告
通報の実施

別表3-2-29 派遣元組織が美浜発電所の箇所

応急措置の継続実施
原子力緊急事態の通報

被災者相談窓口の設置
原子力災害の拡大防止を図るための措置

運搬に係る応急措置
別表3-2-27 派遣元組織が本店の箇所
別表3-2-27 派遣元組織が美浜発電所の箇所

１５

応急復旧

広報活動
美浜地域の緊急時対応

要員の派遣、資機材の貸与

１２

９ 別表3-2-27 派遣元組織が本店の箇所
別表3-2-27 派遣元組織が美浜発電所の箇所

１１

STEP2：活動主体箇所の識別および活動小項目の分割

同上

同一項の中に本店と発電所の活動が混在
している場合は、活動小項目を分割

同上

【通し頁　6　】

Ｒ１ 添付１－２



中期計画 活動項目抽出における整理表

本部運営関
連

原子力事業
所災害対策
支援拠点関
連

他事業者支
援組織関連

社内他部門
関連

原子力災害
医療関連

住⺠対応支
援、避難所
関連

OFC活動関
連

自治体対策
本部関連

広報活動関
連

核物質防護
事案を起因
とした警戒
事象等への
対応

本部運営関
連

退避誘導関
連

原子力災害
医療関連

現場作業関
連

消火活動関
連

発電所緊急時
モニタリン
グ、汚染拡大
防止措置関連

核物質防護
事案を起因
とした警戒
事象等への
対応

事業所外運
搬

H1 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 P1 P2 P3 P4 P5 P6 P7 PX
第1節 通報、報告等の実施
１ 〇 〇

○ ○
(1) ○ ○
(2) ○ ○
(3) ○ ○
(4) ○ 〇 ○

３ 〇 〇 〇
４ 〇 〇 〇
５ 〇 〇
６ 〇 〇
７ 〇 〇
第2節 応急措置の実施
１ 〇 〇 〇
２ 〇 〇
３ 〇 〇
４ 〇 〇

○ ○
(1) ○ ○
(2) ○ ○
(3) ○ ○
(4) ○ ○
(5) ○ ○

６ 〇 〇
７ 〇 〇
８ 〇 〇

〇 〇
○ ○ ○ ○ ○

○ ○
１０ 〇 〇

〇 〇
(1) ○ ○
(2) ○ ○
(3) ○ ○
(4) ○ ○

○ ○
(1) ○ ○
(2) ○ ○ ○
(3) ○ ○

１３ 〇 〇
１４ 〇 〇

〇 〇
〇 〇

〇 〇
第3節 緊急事態応急対策
１ 〇 〇
２ 〇 〇

〇 ○
〇 ○ ○ ○ ○ 〇

〇 ○ 〇

１５

３
要員の派遣、資機材の貸与
別表3-2-29 派遣元組織が本店の箇所

警戒体制および原子力防災体制の発令等

活動小項目

２

５

線量評価
汚染拡大の防止および防護措置
二次災害防止に関する措置

原子力災害医療
消火活動
放出放射能量の推定

他の原子力事業者等への支援の要請

退避誘導および発電所内入域制限
応急措置の実施および概要の報告

活動主体箇所

本店 発電所

本店（H）

活動項目

発電所（P）

施設等の立ち上げ

原子力事業所災害対策支援拠点の活動
通話制限
情報の収集と報告
通報の実施

別表3-2-29 派遣元組織が美浜発電所の箇所

応急措置の継続実施
原子力緊急事態の通報

被災者相談窓口の設置
原子力災害の拡大防止を図るための措置

運搬に係る応急措置
別表3-2-27 派遣元組織が本店の箇所
別表3-2-27 派遣元組織が美浜発電所の箇所

応急復旧

広報活動
美浜地域の緊急時対応

要員の派遣、資機材の貸与

１２

９ 別表3-2-27 派遣元組織が本店の箇所
別表3-2-27 派遣元組織が美浜発電所の箇所

１１

STEP3：取組事項・達成水準が設定しやすいよう各活動のグループ化を行い、「範囲設定シート」に活動項目として設定

【通し頁　7　】

Ｒ１ 添付１－３



【通し頁　8　】



緊急時対応組織に係る訓練等の中期計画の範囲設定シート（本店対策本部）

本店
対策
本部

H10
核物質防護事案を起因とした警戒事象
等への対応（核物質防護組織との連携
活動）

核物質防護規定「緊急時対応計画」に基づく活動時に
おける、H１～H9の活動

H9 広報活動
以下防災業務計画に基づく、広報活動
・３章　第２節　１１．「広報活動」

活動の提供先

H7
緊急事態応急対策等拠点施設での外部
組織との情報連携活動

以下防災業務計画に基づく、緊急事態応急対策等拠点
施設での外部組織との情報連携活動
・３章　第２節　９．「要員の派遣、資機材の貸与」
・３章　第３節　３．「要員の派遣、資機材の貸与」

H8 自治体対策本部での情報連携活動

以下防災業務計画に基づく、自治体対策本部での情報
連携活動
・３章　第２節　９．「要員の派遣、資機材の貸与」
・３章　第３節　３．「要員の派遣、資機材の貸与」

H5 原子力災害医療
以下防災業務計画に基づく、原子力災害医療
・３章　第２節　５．「原子力災害医療」

H6
住民対応支援　避難所・避難退域時検
査場所への要員派遣

以下防災業務計画に基づく、住民対応支援　避難所・
避難退域時検査場所への要員派遣
・３章　第２節　１０．「美浜地域の緊急時対応」
・３章　第２節　１４．「被災者相談窓口の設置」

活動主体 No. 活動項目 活動内容
活動遂行のために
協力・連携する組織

H1 本店対策本部の本部運営

以下防災業務計画に基づく、本店対策本部の本部運営
・３章　第１節　２．「施設等の立上げ」
・３章　第２節　９．「要員の派遣、資機材の貸与」
・３章　第２節　１２．「応急復旧」
・３章　第３節　２．「応急措置の継続実施」
・３章　第３節　３．「要員の派遣、資機材の貸与」

H2
原子力事業所災害対策支援拠点の設
置・運営

以下防災業務計画に基づく、原子力事業所災害対策支
援拠点の設置・運営
・３章　第１節　２．「施設等の立上げ」
・３章　第１節　６．「原子力事業所災害対策支援拠点の
活動」

H4 社内他部門との支援要請連携
以下防災業務計画に基づく、社内他部門との支援要請
連携
・３章　第２節　１２．「応急復旧」

H3
他事業者支援組織との協定に基づく連
携

以下防災業務計画に基づく、他事業者支援組織との協
定に基づく連携
・３章　第１節　７．「他の原子力事業者等への支援の要
請」
・３章　第２節　９．「要員の派遣、資機材の貸与」
・３章　第３節　３．「要員の派遣、資機材の貸与」

「活動項目」の抽出

（STEP1,2,3の作業）
「組織」の抽出

（STEP4の作業）

【通し頁　9　】
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緊急時対応組織に係る訓練等の中期計画の範囲設定シート（発電所対策本部：美浜）

発電所
対策
本部

（美浜）

PX 事業所外運搬

以下防災業務計画に基づく、事業所外運搬
・３章　第１節　３．「通報の実施」
・３章　第１節　４．「情報の収集と報告」
・３章　第２節　１．「応急措置の実施および概要の報告」
・３章　第２節　１５．「運搬に係る応急措置」
・３章　第３節　３．「要員の派遣、資機材の貸与」

活動の提供先

発電所
対策
本部

（美浜）

P7
核物質防護事案を起因とした警戒
事象等への対応（核物質防護組織
との連携活動）

核物質防護規定の「緊急時対応計画」に基づく活動時における、
P1～P6の活動

P4 事故の拡大防止のための現場作業

活動主体 No. 活動項目 活動内容
活動遂行のために
協力・連携する組織

P1 発電所対策本部の本部運営

以下防災業務計画に基づく、発電所対策本部の本部運営
・３章　第１節　１．「警戒体制および原子力防災体制の発令等」
・３章　第１節　２．「施設等の立上げ」
・３章　第１節　３．「通報の実施」
・３章　第１節　４．「情報の収集と報告」
・３章　第１節　５．「通話制限」
・３章　第２節　１．「応急措置の実施および概要の報告」
・３章　第２節　８．「線量評価」
・３章　第２節　１１．「広報活動」
・３章　第２節　１２．「応急復旧」
・３章　第３節　１．「原子力緊急事態の通報」

P2 退避誘導
以下防災業務計画に基づく、退避誘導
・３章　第２節　２．「退避誘導および発電所内入域制限」

P3 原子力災害医療
以下防災業務計画に基づく、原子力災害医療
・３章　第２節　５．「原子力災害医療」
・３章　第２節　６．「二次災害防止に関する措置」

P6
緊急時モニタリング、汚染拡大防止
措置

以下防災業務計画に基づく、緊急時モニタリング、汚染拡大防止
措置
・３章　第２節　３．「放出放射能量の推定」
・３章　第２節　７．「汚染拡大の防止および防護措置」

以下防災業務計画に基づく、事故の拡大防止のための現場作業
・３章　第２節　１３．「原子力災害の拡大防止を図るための措置」

P5 消火活動
以下防災業務計画に基づく、消火活動
・３章　第２節　４．「消火活動」

「活動項目」の抽出

（STEP1,2,3の作業）

「組織」の抽出

（STEP4の作業）

【通し頁　10　】



緊急時対応組織に係る訓練等の中期計画の範囲設定シート（本店対策本部）

以下防災業務計画に基づく、住民対応支援　避難所・
避難退域時検査場所への要員派遣
・３章　第２節　１０．「美浜地域の緊急時対応」
・３章　第２節　１４．「被災者相談窓口の設置」

地方公共団体

H8 自治体対策本部での情報連携活動

緊急事態応急対策等拠点施設に派遣される各機関
・原子力災害現地対策本部
・指定公共機関〔国立研究開発法人量子科学技術研究開発
機構、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構〕
・緊急事態応急対策実施区域に係る地方公共団体の災害
対策本部
・指定地方公共機関
・その他関係機関
・原子力規制庁

以下防災業務計画に基づく、広報活動
・３章　第２節　１１．「広報活動」

緊急事態応急対策等拠点施設に派遣される各機関
・原子力災害現地対策本部
・指定公共機関〔国立研究開発法人量子科学技術研究開発
機構、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構〕
・緊急事態応急対策実施区域に係る地方公共団体の災害
対策本部
・指定地方公共機関
・その他関係機関
・原子力規制庁

緊急時モニタリングセンターに派遣される各機関
・国〔原子力規制委員会〕
・地方公共団体
・指定公共機関・指定公共機関〔国立研究開発法人量子科
学技術研究開発機構、国立研究開発法人日本原子力研究
開発機構〕

原子力災害合同対策協議会に派遣される各機関
・緊急事態応急対策実施区域を管轄する都道府県及び市
町村の災害対策本部または現地対策本部
・現地対策本部長
・都道府県及び市町村の各々の災害対策本部の代表者
・指定公共機関の代表者
・指定公共機関〔国立研究開発法人量子科学技術研究開発
機構、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構〕

以下防災業務計画に基づく、緊急事態応急対策等拠
点施設での外部組織との情報連携活動
・３章　第２節　９．「要員の派遣、資機材の貸与」
・３章　第３節　３．「要員の派遣、資機材の貸与」

以下防災業務計画に基づく、自治体対策本部での情報
連携活動
・３章　第２節　９．「要員の派遣、資機材の貸与」
・３章　第３節　３．「要員の派遣、資機材の貸与」

H9 広報活動

以下防災業務計画に基づく、原子力災害医療
・３章　第２節　５．「原子力災害医療」

若狭地域原子力事業者
他原子力事業者

関西電力送配電株式会社
プラントメーカー
協力会社

公益財団法人原子力安全研究協会

以下防災業務計画に基づく、他事業者支援組織との協
定に基づく連携
・３章　第１節　７．「他の原子力事業者等への支援の要
請」
・３章　第２節　９．「要員の派遣、資機材の貸与」
・３章　第３節　３．「要員の派遣、資機材の貸与」

以下防災業務計画に基づく、社内他部門との支援要請
連携
・３章　第２節　１２．「応急復旧」

H3
他事業者支援組織との協定に基づく連
携

H7
緊急事態応急対策等拠点施設での外部
組織との情報連携活動

H2
原子力事業所災害対策支援拠点の設
置・運営

H5 原子力災害医療

H4 社内他部門との支援要請連携

H6
住民対応支援　避難所・避難退域時検
査場所への要員派遣

原子力事業所災害対策支援拠点
・原子力緊急事態支援組織
・プラントメーカー
・建設業者
・原子力規制委員会
・実動組織含む関係機関

以下防災業務計画に基づく、本店対策本部の本部運
営
・３章　第１節　２．「施設等の立上げ」
・３章　第２節　９．「要員の派遣、資機材の貸与」
・３章　第２節　１２．「応急復旧」
・３章　第３節　２．「応急措置の継続実施」
・３章　第３節　３．「要員の派遣、資機材の貸与」

以下防災業務計画に基づく、原子力事業所災害対策
支援拠点の設置・運営
・３章　第１節　２．「施設等の立上げ」
・３章　第１節　６．「原子力事業所災害対策支援拠点の
活動」

活動遂行のために
協力・連携する組織

H1 本店対策本部の本部運営

活動主体 No. 活動項目 活動内容 活動の提供先

本店
対策
本部

指定行政機関の長
指定地方行政機関の長
地方公共団体の長
その他の執行機関

指定行政機関の長
指定地方行政機関の長
地方公共団体の長
その他の執行機関

負傷者等

施設敷地緊急事態要避難者
被災者

指定行政機関の長
指定地方行政機関の長
地方公共団体の長
その他の執行機関

指定行政機関の長
指定地方行政機関の長
地方公共団体の長
その他の執行機関
所在都道府県、市町村、関係周辺都道府県、
市町村の災害対策本部

報道機関

H10
核物質防護事案を起因とした警戒事象
等への対応（核物質防護組織との連携
活動）

核物質防護規定「緊急時対応計画」に基づく活動時に
おける、H１～H9の活動

原子力規制庁核セキュリティ部門

原子力規制庁緊急時対応センター（ERC）
プラントメーカー
協力会社

【通し頁　11　】
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緊急時対応組織に係る訓練等の中期計画の範囲設定シート（発電所対策本部：美浜）

活動遂行のために
協力・連携する組織

活動主体 No. 活動項目 活動内容

P6
緊急時モニタリング、汚染拡大防止
措置

以下防災業務計画に基づく、緊急時モニタリング、汚染拡大防止
措置
・３章　第２節　３．「放出放射能量の推定」
・３章　第２節　７．「汚染拡大の防止および防護措置」

原子力緊急事態支援組織
プラントメーカー
協力会社

P2 退避誘導
以下防災業務計画に基づく、退避誘導
・３章　第２節　２．「退避誘導および発電所内入域制限」

P1 発電所対策本部の本部運営

以下防災業務計画に基づく、発電所対策本部の本部運営
・３章　第１節　１．「警戒体制および原子力防災体制の発令等」
・３章　第１節　２．「施設等の立上げ」
・３章　第１節　３．「通報の実施」
・３章　第１節　４．「情報の収集と報告」
・３章　第１節　５．「通話制限」
・３章　第２節　１．「応急措置の実施および概要の報告」
・３章　第２節　８．「線量評価」
・３章　第２節　１１．「広報活動」
・３章　第２節　１２．「応急復旧」
・３章　第３節　１．「原子力緊急事態の通報」

P3 原子力災害医療
以下防災業務計画に基づく、原子力災害医療
・３章　第２節　５．「原子力災害医療」
・３章　第２節　６．「二次災害防止に関する措置」

消火活動
以下防災業務計画に基づく、消火活動
・３章　第２節　４．「消火活動」

消防署

P4 事故の拡大防止のための現場作業
以下防災業務計画に基づく、事故の拡大防止のための現場作業
・３章　第２節　１３．「原子力災害の拡大防止を図るための措置」

警備員

活動の提供先

発電所
対策
本部

（美浜）

原子力規制庁緊急事案対策室（原子力規制委員会）
内閣府（内閣総理大臣）
関係省庁事故対策連絡会議または原子力災害対策本部
内閣官房（内閣官房副長官補（事態対処・危機管理担当）付
内閣府（内閣情報集約センター）
内閣府政策統括官（原子力防災担当）付参事官（総括担当）付
経済産業省資源エネルギー庁原子力政策課
経済産業省近畿経済産業局総務企画部総務課
美浜原子力規制事務所（原子力防災専門官、上席放射線防災専門
官、原子力運転検査官）
福井県美浜原子力防災センター（原子力防災専門官（総括班））
福井県美浜原子力防災センター（現地事故対策連絡会議または合
同対策協議会（プラントチーム））
所在都道府県知事、所在市町村長
関係周辺都道府県知事、関係周辺市町村長
所在都道府県県警本部、関係周辺都道府県警察本部
その他関係機関
所在都道府県対策本部または災害対策本部
所在市町村事故対策本部または災害対策本部
関係周辺都道府県災害警戒本部または災害対策本部
関係周辺市町村の本部
発電所退避者
住民

発電所退避者
所在都道府県知事
所在市町村長
関係周辺都道府県知事
原子力防災専門官
各関係機関

負傷者等
医療機関、搬送機関
福井県
消防機関

P7
核物質防護事案を起因とした警戒
事象等への対応（核物質防護組織
との連携活動）

核物質防護規定の「緊急時対応計画」に基づく活動時における、
P1～P6の活動

治安機関

公益財団法人原子力安全研究協会
救急隊
消防隊

P5

原子力規制庁緊急事案対策室（原子力規制委員会）
内閣府（内閣総理大臣）
関係省庁事故対策連絡会議または原子力災害対策本部
内閣官房（内閣官房副長官補（事態対処・危機管理担当）付
内閣府（内閣情報集約センター）
内閣府政策統括官（原子力防災担当）付参事官（総括担当）付
経済産業省資源エネルギー庁原子力政策課
経済産業省近畿経済産業局総務企画部総務課
美浜原子力規制事務所（原子力防災専門官、上席放射線防災専門
官）
大臣官房参事官（運輸安全防災）付
国土交通省海事局検査測度課（国土交通大臣）
国土交通省自動車局車両基準・国際課（国土交通大臣）
事象発生場所を管轄する都道府県知事
事象発生場所を管轄する市町村長
事象発生場所を管轄する警察本部
事象発生場所を管轄する消防本部
事象発生場所を管轄する海上保安部
原子力災害現地対策本部または原子力災害合同対策協議会
事象発生場所を管轄する都道府県災害対策本部等
事象発生場所を管轄する市町村災害対策本部等
指定行政機関の長
指定地方行政機関の長
地方公共団体の長
その他の執行機関

発電所
対策
本部

（美浜）

PX 事業所外運搬

以下防災業務計画に基づく、事業所外運搬
・３章　第１節　３．「通報の実施」
・３章　第１節　４．「情報の収集と報告」
・３章　第２節　１．「応急措置の実施および概要の報告」
・３章　第２節　１５．「運搬に係る応急措置」
・３章　第３節　３．「要員の派遣、資機材の貸与」

運搬を委託した者
最寄りの消防機関、警察および海
上保安部

国の現地対策本部
災害現場に派遣された専門家
・国の職員
・国立研究開発法人量子科学技術
研究開発機構
・国立研究開発法人日本原子力研
究開発機構

【通し頁　12　】



【通し頁　13　】

＜STEP2：活動主体箇所の識別および活動小項目の分割＞
　（凡例）
　　・本店対策本部が実施する活動　　：　
　　　　
　　・発電所対策本部が実施する活動　：

＜STEP3：取組事項・達成水準が設定しやすいよう各活動をグループ化し、活動項目として設定＞
　　・各活動の右端にNo○○として分類（赤文字箇所）

＜STEP4：抽出した活動における「連携する組織」の抽出＞
（凡例）
　　・活動の主体となる組織　　　　　　　　　　　　　　　　　：
　　・連携先（各活動の目的達成のため連携する組織）　　　　　：
　　・提供先（各活動の提供先の組織）　　　　　　　　　　　　：
　　・複数組織が連携する場　　　　　　　　　　　　　　　　　：
　　　（防災基本計画等を参照し連携する組織を明確化）

別添１Ｒ１



【通し頁　14　】

P1

H1

P1

H1
H2

P1



【通し頁　15　】

P1
PX

P1
PX



【通し頁　16　】

P1

H2

H3



【通し頁　17　】

P1
PX

P2

P6



【通し頁　18　】

P5

H5

P6

P3

P3

P3



【通し頁　19　】

P1

H1
H3
H7
H8

H6

P1

H1
H4

H9

P1

H9

P1

別表3-2-27参照



【通し頁　20　】

P4

H6

P1

PX



【通し頁　21　】

PX



【通し頁　22　】

P1

H1

H1
H3
H7
H8
PX

別表3-2-29参照



【通し頁　23　】

P1



【通し頁　24　】

P1



【通し頁　25　】

P1



【通し頁　26　】

PX



【通し頁　27　】

P1



【通し頁　28　】

PX



【通し頁　29　】

H1

H7

H3

H7

H8

PX



【通し頁　30　】

H1

H7

H3

H7

H7

H3

H8

PX



【通し頁　31　】

防災基本計画（抜粋）
（緊急事態応急対策等拠点施設（原子力防災センター）における連携先の抽出）

H7
H9

防災業務計画　第2節9.要員の派遣、資機材の貸与
の別表3-2-27、第2節11.広報活動
および、第3節3.要員の派遣、資機材の貸与
の別表3-2-29に記載の「緊急時モニタリングセンター」
から防災基本計画を参照

別添２Ｒ１



【通し頁　32　】

防災基本計画（抜粋）

（原子力事業所災害対策支援拠点における連携先の抽出(1)）

防災業務計画　第1節2．施設等の立ち上げ、
6.原子力事業者災害対策支援拠点の活動
に記載の「原子力事業所災害対策支援拠点」
から防災基本計画を参照

H2



【通し頁　33　】

防災基本計画（抜粋）

（原子力事業所災害対策支援拠点における連携先の抽出(2)）

H2

防災業務計画　第1節2．施設等の立ち上げ、
6.原子力事業者災害対策支援拠点の活動
に記載の「原子力事業所災害対策支援拠点」
から防災基本計画を参照



【通し頁　34　】

防災基本計画（抜粋）

（緊急時モニタリングセンターにおける連携先の抽出）

防災業務計画　第2節9.要員の派遣、資機材の貸与
の別表3-2-27および、第3節3.要員の派遣、資機材の貸与
の別表3-2-29に記載の「緊急時モニタリングセンター」
から防災基本計画を参照

H7



【通し頁　35　】

防災基本計画（抜粋）

（原子力災害合同対策協議会における連携先の抽出）

第3節3.要員の派遣、資機材の貸与
に記載の「原子力災害合同対策協議会」
から防災基本計画を参照

H7



【通し頁　36　】

防災基本計画（抜粋）

（災害現場に派遣された専門家に関する連携先の抽出）

第3節3.要員の派遣、資機材の貸与
に記載の「災害現場に派遣された専門家」
から防災基本計画を参照


